
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

(注)　１ 人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

    　 ２  平成２７年度一般会計決算では、歳出額は60,421,898千円、人件費は9,974,148千円です。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には、退職手当を含みません。
　　　２　職員数は、平成２７年４月１日現在の人数です。
 　 　３  職員数及び給与費には、特別職及び任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））を含みません。
 　 　４  （　）内の給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））１１２人分の給与費を含みます。

 (3) ラスパイレス指数の状況

###

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用
　　　　いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
　　　３　平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値です。

　※　平成２８年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、
　　③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

　　国と比較して最高号級到達者が少ないため、昇給する職員の割合が国よりも高くなり、結果としてラスパイレス指数が上昇して
　いる。平成２６年４月１日付けで給料表の継ぎ足し部分を削除したため、今後は、最高号級到達者が増加し、ラスパイレス指数も
　次第に低下するものと考えている。
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 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

　　　　①給料表の見直し

 （給料表の改定実施時期）
平成２７年４月１日

 （内容）
一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。若年層（１級の全号級及び２級の初任給に係る

　号級）については引下げなし、３級以上の号級については、最大４％程度引下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月
　３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえ見直しを実施。

　　　　②地域手当の見直し

 （支給割合）
国基準６％に対し、豊川市においても６％を支給

 （実施時期）
平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引き上げることとし、平成２７年４月１日時点は２％、
給与改定後は平成２７年４月に遡及し４％、平成２８年４月１日時点は６％を支給。

 （参考）

　　　　③その他の手当の見直し

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日施行）

 (5) 特記事項
総務省：地方公共団体給与情報等公表システム
　このサイトでは、総務省が示した統一の様式で公表された、全国の地方公共団体の情報が見られます。

  ＜アドレス＞　http://www.soumu.go.jp/c-gyousei/j-k_system/index.html

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２８年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

※一般行政職とは、職員のうち、税務職・保育職・消防職・医療職・技能労務職・企業職を除いた職員をいいます。

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

平均給料月額 平均給与月額

平均給与月額

390,153

平均給与月額

遡及改定後
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260,30058.1
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－
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－

(A)
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－

－ －344,276

公務員

49.7うち自動車運転手

区　　分

の類似職種
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国
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円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２５年～２７年の３か年平均）
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。
※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては今年度の支給割合を
   用いて計算した期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

注　１  「平均給料月額」とは、平成２８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　 ２  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計
　　　 したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。

（2) 職員の初任給の状況（２８年４月１日現在）

円

円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２８年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（２８年４月１日現在）

（注）１　豊川市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。
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2.2%

構成比

部長

73

大　学　卒

16

379,800

最高号給の給料月額

348,800

526,300

406,900 467,400

361,300 443,700

140,100 246,100
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２７年度支給割合） （２７年度支給割合） （２７年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

      ２　１人当たり平均支給年額は、平成２７年度中に期末・勤勉手当が支給された全職員（特別職と再任用職員を除く）の平均額です。

○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（２８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

２～４５％加算 ２～４５％加算

（退職時特別昇給　　　　なし　　　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）１人当たり平均支給額は、平成２７年度中に退職した全職員の平均額です。

 (3) 地域手当（平成２８年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、
　　　地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

○ ○

一般職員
豊　　川　　市 国

○
○

○ ○ ○
○

標準の区分のみ適用
標準に加え、下位の区分も適用

ロ　人事評価を実施していない

管理職員
平成28年4月2日から平成29年4月1日

までにおける運用
イ　人事評価を実施した

一般職員 特定管理職員

―

1.45

2.60

標準に加え、上位及び下位の区分も適用
標準に加え、上位の区分も適用

1,730

愛　　　　　知　　　　　県

41.325

豊　　　　　　　　　　　川　　　　　　　　　　　市

豊　　　　　川　　　　　市

1.60

1,995

支給対象地域

49.59

全域

41.325

34.5825

1,029 66

支給実績（２７年度決算）

29.145

国の制度（支給率）

国

49.5949.59

支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）

176,753

172,274

49.59 49.59

22,148

2.60

25.55625

国

1.60

1.45

１人当たり平均支給年額（２７年度） １人当たり平均支給年額（２７年度）

1,513

34.5825

25.55625

29.145

49.59

20.445

1.60

0.75

102.3

(102.3)

2.60

1.450.75

20.445

0.75

支給率 支給対象職員数

　地域手当補正後ラスパイレス指数

　（ラスパイレス指数）　

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員
イ　人事評価を実施した ○ ○ ○ ○

平成28年中における運用
豊　　川　　市 国

標準に加え、上位の成績率も適用

標準の成績率のみ適用

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用 ○ ○ ○ ○

ロ　人事評価を実施していない

標準に加え、下位の成績率も適用
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 (4) 特殊勤務手当（２８年４月１日現在）

千円

円

％

種類

日額 ５００円

５００円

月額 ２，０００円

１回 １，０００円

１回 ３，０００円

月額 ２，０００円

日額 ５００円

月額 ３，０００円

１回 ３００円

１回 ２００円

月額

日額 ７００円

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）職員１人当たりの平均支給年額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数
　　（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

（6) その他の手当（２８年４月１日現在）

（注）管理職員特別勤務手当の（　）内は、勤務日（週休日等以外の日）の午前０時から午前５時までの間に勤務した場合に支給される単価です。

422

１件につき

給料月額×３/１００

千円

差押、公売に関する業務

生活保護業務

一般行政職

手当の名称

税務職

福祉手当

扶養手当（月額）
（配偶者がいない場合１人のみ１１，０００円）

配偶者　　　　　     　　　　 　  　１３，０００円

内容及び支給単価

一般の扶養親族　　　　　　 　　　６，５００円

消防手当

支給実績（２６年度決算）

不快手当

感染症作業手当

消防職（救急救命士のうち市長が定める者）

消防職

手　当　名

支給実績（２７年度決算）

消防職（職務の級が６級以上）

（１６歳以上２２歳以下の子の加算１人につき
５，０００円）

次長相当職　　　　　　　　　　　７９，６００円

課長補佐相当職　　　　　　　　４１，１００円

勤務１時間当たりの給与額×２５/１００

住居手当（月額）

部長相当職　　　　１０，０００円（５，０００円）

課長補佐相当職　　４，０００円（２，０００円）

宿日直手当

部長相当職　　　　　　　　　　１０２，２００円

次長相当職　　　　　８，０００円（４，０００円）

課長相当職　　　　　　　　　　　６１，６００円

勤務１時間当たりの給与額×１３５/１００

課長相当職　　　　　６，０００円（３，０００円）

夜間勤務手当

勤務１回につき　　　　　    　　　４，６００円

徴収手当 税務職

　　管理職員特別勤務
　　手当

管理職手当（月額）

休日勤務手当

支給限度額　　　　　　　　　　 　２７，０００円

職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）

交通機関利用限度額　　　　　５５，０００円

距離別支給限度額　　　　　 　３１，６００円

－

国の制
度との異

同

保育職 障害児の保育

職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

通勤手当（月額）

同

異なる内容

－

金額が異なる
距離区分があ
る。

－

（２７年度決算）

－

622千円

一般廃棄物処分場における
廃棄物の処分作業

367,959

支給実績

隔日勤務の消防業務

異

3,150千円

千円

千円

千円

千円

135,605

448

332

支給実績（２７年度決算）

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（２７年度）

行旅病人の救護

当該物件の処理等

－

62,607

121,903

187,425

勤務１回につ
き４，２００円

－

千円

異

同

同 －

支給職員１人当たり

59,583

同 －

国の制度と

円247,770

（平成２７年度決算）

徴収の業務

消防業務

千円

344,058

支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算） 81,020

298,327

69,486

35,799

円

円

4,600

円

5,270

451,387

円

円

円

円

平均支給年額

千円24,740

1,132

19,769

左記職員に対する支給単価

661,488

139千円

0千円一般行政職、技能労務職

救急、救助のための出動

技能労務職

消防職（上記以外の職員） 救急、救助のための出動

行旅死亡人の処理一般行政職

一般行政職

支給実績
（２７年度決算）

5

主な支給対象業務主な支給対象職員

15,858千円

23.8
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５　特別職の報酬等の状況（２８年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職年数×４７９/１００ ２０，４８２，０４０円 任期ごと

給料月額×在職年数×３２２/１００ １１，２５７，１２０円 任期ごと

給料月額×在職年数×２１８/１００ 　５，０２２，７２０円 任期ごと

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期                        
    　（市長・副市長は４年、教育長は３年）勤めた場合における退職手当の見込額です。  

区 分

退
職
手
当

562,000

教 育 長

市 長

議 長

市 長

副 議 長

議 員

議 員

給

料
教 育 長

備　　　　考

副 市 長

副 市 長

期
末
手
当

副 議 長

市 長

副 市 長

479,000

教 育 長

議 長

議
員
報
酬

770,000

645,000

883,000

553,000

　　（２７年度支給割合）

　　（２７年度支給割合）

512,000

850,000

給 料 月 額 等

874,000

（参考）類似団体における最高／最低額

640,000

1,069,000

520,000

420,000

768,000

1,075,000

768,000

3.15

3.15

456,000580,000

6



６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

病気休職職員の補充解消、再任用短時間勤務職員の活
用による減。

▲ 1 再任用短時間勤務職員の活用による減。

一
般
行
政
部
門

教育部門

土木

小　計

合　　計

水道

市民病院

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

717

808

消防部門

下水道

小　計

その他

介護保険

普
通
会
計
部
門

計

労働

農林水産

税務

平成27年

衛生

770

16商工

民生

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

総務企画

職 員 数

71

議会

74

187

772

185

71

111

14

21

1,029 ▲ 2

1,824

▲ 13795

72

1

54

広域連合業務の増加による増。
退職予定職員の補充解消による減。
社会福祉協議会派遣職員の会計部門変更による増。

34

〈参考〉人口１万人当たりの職員数41.67人
（類似団体の人口1万人当たりの職員数47.51人)

愛知県防災航空隊派遣、大量退職に備えた前倒し採用
による増。
機構改革による減。

701

21

1,031

14

33

108

▲ 1

19

業務の見直しによる減。

20

1

297

20

1

55

298

[▲1］

▲ 15
〈参考〉人口１万人当たりの職員数98.45人

▲ 2

1

0

広域連合業務の増加による増。

[1,860］[1,861］

1,839

2122

再任用短時間勤務職員のフルタイム化による増。
保健師の減員による減。

観光振興業務の民間活用、管理職機能の収れんによる
減。

空き家対策、密集市街地対策業務の増加、道路維持業
務の充実による増。
２３号バイパス業務の減少、課の統合、管理職機能の収
れん、再任用短時間勤務職員の活用による減。

〈参考〉人口１万人当たりの職員数55.54人
（類似団体の人口1万人当たりの職員数64.56人)

医療技術職の増による増。
看護師の減員、再任用短時間勤務職員の活用による減。

5

0

▲ 2

0

▲ 16

01010

平成28年

190

主 な 増 減 理 由
対前年
増減数

▲ 2

▲ 3

2

5195

0

防災対策、ファシリティマネジメント業務の増加、再任用短
時間勤務職員のフルタイム化、機構改革による増。
県派遣終了、管理職機能の収れん、再任用短時間勤務
職員の活用による減。

在宅医療連携推進、子育て支援、生活保護、障害者福
祉、高齢者支援業務の増加、保育士の充実による増。
再任用短時間勤務職員・パートタイム職員の活用による
減。
社会福祉協議会への派遣職員の減員、保育協会への派
遣終了による減。

7



（2)年齢別職員構成の状況（２８年４月１日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

(単位：人・％)

( )

( )

( )

( )

( )

( )

１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

計

1,824

74

187

1,031

808

185

1,029

72

772

２６年

795

186 186

～

39歳

２７年 ２８年

（注）

801

1,839

691公営企業等会計計

93

184

普通会計計

消　防

教　育

1,835

89

185

２５年

772

1,034

76

1,045

721

1,765

1,074 1,054

1,775計

２３年

一般行政 780

　　　　　　　　　　年度

部門別
２４年

区　分

～

28歳24歳

職員数
5

未満

～

人

159161

人

23歳

20歳 48歳

人人

～

人

44歳

～～

人

以上

56歳40歳

144

人

31歳

人

20歳

～

人

35歳 51歳 59歳

157193

人

55歳

人

47歳

1,817

797

216

87

32歳

27歳

～

-21

770

～

-25

52歳

177 13

772

60歳

1,824187

人

223

人

772

189

36歳

～

43歳

0.5

過去５年間
の増減数　(率)

-3.1

-22.6

-4.2

15.1

3.3

-45

1

104

59

0

2

4

6

8

10

12

14

構成比

５年前の構成比

%

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60
歳 |        |        |       |        |       |       |       |        |       |     歳
未 23     27      31     35     39      43     47     51      55     59   以
満 上

%

8



７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

（注）　　資本勘定支弁職員に係る職員給与費102,495千円を含まない。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、平成２７年４月１日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２８年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  
　　　２　平均月収額は、平成２７年度決算による。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２７年度支給割合） （２７年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

２～４５％加算 ２～４５％加算

（退職時特別昇給　　　　なし　　　　　　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　　　なし　　　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）１人当たり平均支給額は、平成２７年度中に退職した全職員の平均額です。

ウ　地域手当（平成２８年４月１日現在）

千円

円

％ 人

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

全域 6 38

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

支給実績（２７年度決算） 6,644

支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算） 174,834

0 24,398 1,995 22,148

49.59 49.59 49.59 49.59

41.325 49.59 41.325 49.59

29.145 34.5825 29.145 34.5825

豊川市(水道事業） 豊川市（一般行政職）

20.445 25.55625 20.445 25.55625

1.45 0.75 1.45 0.75

1,740 1,648

2.60 1.60 2.60 1.60

豊川市(水道事業） 豊川市（一般行政職）

１人当たり平均支給年額（２７年度） １人当たり平均支給年額（２７年度）

団 体 平 均 44.7 346,797 514,785

　　年度 人

豊川市（水道事業） 47.3 392,207 597,847

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

60,994 253,889 6,68127 38 167,597 25,298

千円

一人当たり
職員手当

　　　　　千円 千円 千円
期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A　　　　　　Ａ 給　 料

％千円　

区　　分 職員数

％

7.1 7.827 2,908,818 447,139 207,077

　　年度 　　　　千円 千円　

Ａ  

職員給与費比率

　　　　　　Ｂ／ＡＢ　

総費用に占める職員給与費

　 質収支 26年度の総費用に占

める職員給与費比率

区　　分 総費用 純損益又は実
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エ　特殊勤務手当（２８年４月１日現在）

千円

円

％

種類

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
　　　２　職員１人当たりの平均支給年額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数
　　　　（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（２８年４月１日現在）

（注）管理職員特別勤務手当の（　）内は、勤務日（週休日等以外の日）の午前０時から午前５時までの間に勤務した場合に支給される単価です。

る内容　　　　

千円

休日勤務手当

　　管理職員特別勤務
　　手当

2,495
交通機関利用限度額　　　　　　　５５，０００円

同

夜間勤務手当 勤務１時間当たりの給与額×２５/１００ 同

勤務１時間当たりの給与額×１３５/１００ 同 － 120 千円 12,043

千円－

部長相当職　　　　１０，０００円（５，０００円）

同 －
次長相当職　　　　　８，０００円（４，０００円）

課長相当職　　　　　６，０００円（３，０００円）

課長補佐相当職　　４，０００円（２，０００円）

71

0

千円

千円

管理職手当（月額）

部長相当職　　　　　　　　　　　　１０２，２００円

同 －
次長相当職　　　　　　　　　　　　　７９，６００円

課長相当職　　　　　　　　　　　　　６１，６００円

課長補佐相当職　　　　　　　　　　４１，１００円

5,088

通勤手当（月額） －
距離別支給限度額　　　　　　 　　３１，６００円

住居手当（月額） 支給限度額　　　　　　　　　　　　　２７，０００円 同 －

6,102 千円

753 千円

扶養手当（月額）

配偶者　　　　　     　　　　　 　　 　１３，０００円

同 －

一般の扶養親族　　　　　　　　　　　６，５００円

（配偶者がいない場合１人のみ１１，０００円）

（１６歳以上２２歳以下の子の加算１人につき
５，０００円）

411

の制度と異な （２７年度決算）
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職 支給実績
手　当　名 内容及び支給単価

支給実績（２７年度決算） 15,914

職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算） 530

支給実績（２６年度決算） 13,565

職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

左記職員に対する支給単価

維持管理対応手当 対応に備えて待機をした職員 故障、漏水等の対応 　１回　１，０００円

徴収手当 業務に従事した職員 滞納に係る徴収の業務 　日額　２５０円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

支給実績（２７年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（２７年度）

978千円

978

54,333

52.9

2

支給実績
（27年度決算）

0千円

手当の種類（手当数）

円

円

円

円

円

（２７年度決算）

726,912

0

10,143

69,297

円

円

支給職員１人当たり
平均支給年額

250,833

265,304
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